
喜多方市行政改革実施計画

平成30年１月
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コンビニ交付サービス
の実施と利用の推進

ICTを活用したサービ
スの向上

コンパクトシティの取
組

公共交通の充実 組織機構等の見直し

市民の意見・意向の
把握

男女共同参画社会の
推進

協働体制の推進
ＮＰＯ・ボランティア活動
団体・行政区や市民団
体等への支援と連携

横断的な組織連携の
推進

人材育成基本方針に
基づく研修の実施

職員提案制度の推進
地方公共団体等との
人事交流

定員適正化計画に基
づく定員管理

人事評価の実施
環境マネジメントシス
テムの推進

行政評価の推進
中期財政計画の策
定・公表

統一的な基準による
地方公会計の整備と
活用

工事発注時期及び施
工時期の平準化

公用車管理計画の策
定と運用

負担金・補助及び交
付金の適正化

市有財産活用の推進 広告事業の推進
使用料及び手数料の
適正化  

公共施設等総合管理
計画による公共施設
の管理等

市有集会施設譲渡の
推進

公共施設等の長寿命
化の推進

地方公営企業の経営
健全化

地方公営企業法適用
の推進

効果的な情報の発信
オープンデータの検
討、推進

民間委託の調査検
討、推進

指定管理者制度の活
用

　

　

大綱１　市民サービスの向上と
多様化するニーズへの対応

(1) 市民サービスの向上の取組

(2) 市民との協働によるまちづくり

(3) 横断的な組織連携と人材育成等の推進

大綱２　健全な財政運営

(1) 効率的・効果的な行財政運営

(2) 歳入の適正確保に向けた取組

(3) 公共施設マネジメントの推進

(4) 地方公営企業の健全経営等

大綱３　情報発信の充実・民間
委託等の推進

(1) 情報発信の充実

(2) 民間委託等の推進

行政改革体系図行政改革体系図行政改革体系図行政改革体系図
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大綱１　市民サービスの向上と多様化するニーズへの対応

2017（平成29）年度 2018（平成30）年度 2019（平成31）年度 2020年度 2021年度

・コンビニ交付サービ
ス
（住民票写し、住民票
記載事項証明書、印
鑑登録証明書、戸籍
証明書、戸籍の附票
の写し、所得・課税証
明書等）

・2018年（平成30年）２月
にコンビニ交付の運用
を開始

・市民への周知・拡大

　

・マイナンバーカード
の普及

・窓口における普及活動
の実施

　
・人口に対する交付率
8.0%

・人口に対する交付率
8.5%

・人口に対する交付率
9.0%

・人口に対する交付率
9.5%

・人口に対する交付率
10.0%

市民課
税務課

①　コンビニ交
付サービスの
実施と利用の
推進

　コンビニ交付サービ
スの実施と市民への
周知、利用者拡大に
向けた取組を実施す
る。

行 政 改 革 大 綱 実 施 計 画

基本
項目

実施項目 概要 具体的な取組内容
設定する目標値等

取組効果

・各種証明書の
取得における
市民サービス
の向上
・事務事業の効
率化

担当課　

(1) 市民
サービス
の向上の
取組
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大綱１　市民サービスの向上と多様化するニーズへの対応

2017（平成29）年度 2018（平成30）年度 2019（平成31）年度 2020年度 2021年度

行 政 改 革 大 綱 実 施 計 画

基本
項目

実施項目 概要 具体的な取組内容
設定する目標値等

取組効果 担当課　

・ICTを利活用した施
策等について「喜多方
市高度情報化計画」を
策定し、情報化施策を
推進する

・計画の策定に向けた
検討を行う

・計画の策定 ・計画に基づく施策の推
進

　 　

情報政策課
関係各課

・「Ｖ－Ｌｏｗ災害情報
連携システム」の整備

・「V-Low災害情報連携
システム」の構築

･戸別受信機4,000台整
備

･戸別受信機12,000台整
備

・屋外拡声設備14箇所 ・屋外拡声設備30箇所

情報政策課

・「親子みんべぇ健康
アプリ」サービスの提
供

・母子保健関係の健診
や予防接種等の情報発
信、予防接種スケジュー
ル管理サービスの提供
等により、母子の健康
管理を支援し安心して
楽しく子育てができる環
境を整備する

　 　

保健課

・かかりつけ医による
家庭内血圧見守り

・血圧計を利用し、かか
りつけ医による血圧管
理及び血圧コントロール
による高血圧の改善を
図り重症化を予防する

　

【特定健診収縮期血圧
140以上の割合17.5％以
下】

保健課

・eLTAＸシステムの導
入の検討及び運用

・eLTAＸシステムを利用
した地方税共通納税シ
ステム導入の検討

・運用開始予定（10月）

税務課

・市民サービス
の向上
・事務事業の効
率化

②　ICTを活用
したサービス
の向上

　市民サービスの向
上を図るため、各種事
務事業においてICTを
活用したサービスを検
討、実施する。

(1) 市民
サービス
の向上の
取組
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大綱１　市民サービスの向上と多様化するニーズへの対応

2017（平成29）年度 2018（平成30）年度 2019（平成31）年度 2020年度 2021年度

行 政 改 革 大 綱 実 施 計 画

基本
項目

実施項目 概要 具体的な取組内容
設定する目標値等

取組効果 担当課　

③　コンパクト
シティの取組

　人口減少を踏まえ、
今後の都市計画とし
て、コンパクトシティ・
プラス・ネットワークの
検討を行う。

・立地適正化計画の
策定

・ワークショップを開催
し、市民意見を踏まえた
うえで、コンパクトシティ
を検討するとともに立地
適正化計画に向けた検
討を行う

・立地適正化計画の策
定

・誘導地域の設定

・コンパクトシ
ティや効率的な
都市づくりに向
けた市民の理
解の醸成
・住民意見を反
映した立地適
正化計画の策
定

建設課

④　公共交通
の充実

　まちづくりと連携し、
公共交通ネットワーク
の再構築を行う。

同左

・喜多方市地域公共交
通再編実施計画策定調
査事業の実施（市街地
における循環路線の形
成や予約型乗合交通の
運行見直し等の検討を
行う）

・1日当たりの公共交通
利用者数　290人

・喜多方市地域公共交
通再編実施計画の策定
及び再編に向けての取
組の実施

・1日当たりの公共交通
利用者数　310人

・喜多方市地域公共交
通再編実施計画に基づ
く再編取組の実施

・1日当たりの公共交通
利用者数　325人

　
・1日当たりの公共交通
利用者数　345人

　
・1日当たりの公共交通
利用者数　360人

・市民の日常生
活を支える公
共交通網の実
現

生活防災課

⑤　組織機構
等の見直し

  市民ニーズ、社会状
況の変化や多様化す
る行政需要に即応し
た施策を総合的かつ
機動的に展開できる
体制を構築する。

同左

・組織体制のヒアリング
を実施し、業務量等の
把握を行うとともに、各
種施策・事務事業の効
率的・効果的な推進に
向けた組織体制の構築
を図る

　 　 　 　

・効率的・効果
的な行政運営
の推進
・市民に分りや
すい組織体制
の構築

総務課

(1) 市民
サービス
の向上の
取組
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大綱１　市民サービスの向上と多様化するニーズへの対応

2017（平成29）年度 2018（平成30）年度 2019（平成31）年度 2020年度 2021年度

行 政 改 革 大 綱 実 施 計 画

基本
項目

実施項目 概要 具体的な取組内容
設定する目標値等

取組効果 担当課　

①　市民の意
見・意向の把
握

　各計画等の策定及
び改定作業等におい
てパブリックコメント等
の手法を用い、市民
の意見を把握するとと
もにその反映を図る。

・パブリックコメントの
実施
・ワークショップや懇談
会の開催　等

・意見の把握と反映
　 　 　 　

・開かれた市政
や市民との協
働によるまちづ
くりの実現

企画調整課
関係各課

②　男女共同
参画社会の推
進

　男女共生社会を推
進するため、男女共
同参画基本計画及び
実施計画に基づき、
各種事業を実施する。

同左

・基本計画に基づく実施
計画の策定及び各種事
業の実施

・各種委員会女性登用
率　40%

・計画に基づく施策の推
進

・男女共同参画
社会づくりの実
現

企画調整課
関係各課

・市民参加による一斉
清掃の実施
・行政区や団体等によ
る都市公園等の清掃
及び除草、トイレ清掃
・市民活動支援事業
の実施　等

・協働体制の推進に向
けた取組を進める

　 　 　 　

環境課
建設課
生活防災課
関係各課

・高齢者が住み慣れ
た地域で生活できるよ
う、生活支援サービス
の提供体制の構築に
向けて、多様な主体
が参画する定期的な
情報の共有・連携強
化の場として協議体を
設置する
・併せて生活支援コー
ディネーターを配置す
る

・第１層協議体の設置

※第１層：市町村区域

・第２層協議体の設置

・第２層生活支援コー
ディネーターの配置

※第２層：日常生活圏域
（中学校区域）

　 　 　

高齢福祉課

③　協働体制
の推進

　市民と行政の役割
分担と責務の関係、
市民参加のあり方を
検討し、行政と市民の
パートナー関係による
協働のまちづくりを進
める。

・市民との協働
によるまちづく
りの実現
・行政だけでは
解決できない
課題への対応

(2) 市民と
の協働に
よるまち
づくり
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大綱１　市民サービスの向上と多様化するニーズへの対応

2017（平成29）年度 2018（平成30）年度 2019（平成31）年度 2020年度 2021年度

行 政 改 革 大 綱 実 施 計 画

基本
項目

実施項目 概要 具体的な取組内容
設定する目標値等

取組効果 担当課　

(2) 市民と
の協働に
よるまち
づくり

④　ＮＰＯ・ボラ
ンティア活動
団体・行政区
や市民団体等
への支援と連
携

　ボランティア・市民活
動への行政の支援の
あり方の検討及び支
援をするとともに、ボ
ランティア団体やＮＰ
Ｏ法人と連携し、市民
活動の推進を図る。

同左

・喜多方市市民活動支
援センターへの支援

・ＮＰＯ法人、ボランティ
ア団体との協働事業数
　目標数：20団体

００００００００００００００

・ＮＰＯ法人、ボランティ
ア団体との協働事業数
　目標数：21団体

００００００００００００００

・ＮＰＯ法人、ボランティ
ア団体との協働事業数
　目標数：22団体

００００００００００００００

・ＮＰＯ法人、ボランティ
ア団体との協働事業数
　目標数：23団体

００００００００００００００
・ＮＰＯ法人、ボランティ
ア団体との協働事業数
　目標数：25団体

・市民団体との
協働によるまち
づくりの推進

生活防災課

①　横断的な
組織連携の推
進

　多様化・複雑化する
行政需要に対応する
ため、課を越えた横の
連携を推進する。

・プロジェクトチーム、
検討委員会等の活用

・横断的な連携に向け
た取組を進める

・事務事業の円
滑な実施
・多様な行政需
要への対応

企画調整課
関係各課

②　人材育成
基本方針に基
づく研修の実
施

　「喜多方市人材育成
基本方針」に基づく職
場内研修及び実務研
修機会の充実を図り、
自己啓発等と人材育
成の観点に立った人
事管理を行う。

・喜多方市職員研修
計画に基づき、実務
教養研修、研修所へ
の派遣研修等を行う
・研修計画は、行政課
題や業務遂行に必要
な能力開発の研修受
講など、毎年見直しを
行う

・喜多方市職員研修計
画に基づき、実務教養
研修、研修所への派遣
研修等を行う

・研修計画は、行政課題
や業務遂行に必要な能
力開発の研修受講な
ど、毎年見直しを行う

・職員の資質の
向上
・市民サービス
の向上

総務課

③　職員提案
制度の推進

　市の施策及び事務
事業の改善に関する
提案を奨励することに
より、職員の市政に対
する参画意識の高揚
及び行政効果の向上
を図るため、職員提案
制度を実施する。

同左

・毎年一定数以上の提
案件数を目指す
　提案件数：20件

・執務環境の改
善
・行政経費節減
・市民サービス
の向上

総務課

(3) 横断
的な組織
連携と人
材育成等
の推進
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大綱１　市民サービスの向上と多様化するニーズへの対応

2017（平成29）年度 2018（平成30）年度 2019（平成31）年度 2020年度 2021年度

行 政 改 革 大 綱 実 施 計 画

基本
項目

実施項目 概要 具体的な取組内容
設定する目標値等

取組効果 担当課　

④　地方公共
団体等との人
事交流

　自己啓発や人材育
成、効果的な施策推
進等を図るため、地方
公共団体等との相互
間の人事交流を行う。

同左

・県等との人事交流を行
う

・効果的な業務
遂行
・人材育成によ
る職員の資質
向上

総務課

⑤　定員適正
化計画に基づ
く定員管理

　職員数については、
社会情勢の変動を捉
え、事務事業の見直し
や類似団体の定員を
勘案した定員適正化
計画を策定し、職員定
数の適正管理を行う。

同左

・第３次定員適正化計画
に基づく定員管理を行う
　2018年（平成30年）４
月1日　定員数510人

・第４次定員適正化計画
策定作業を行う

・第４次定員適正化計画
に基づき定員管理を行
う

　 　 　

・事務事業の円
滑な実施
・定員の適正化

総務課

⑥　人事評価
の実施

　能力・実績に基づく
人事管理の構築に向
け、客観的で公正性
や透明性が高く、実効
性のある人事評価制
度を行う。

同左

・評価者、被評価者を対
象とした研修等を継続
し、制度に対する理解を
深めるとともに、評価の
精度向上を図る

　 　 　 　

・職員の能力開
発、資質向上と
人材育成に反
映した組織の
活性化

総務課

⑦　環境マネ
ジメントシステ
ムの推進

　市環境マネジメント
システムの運用によ
り、省資源・省エネル
ギー活動の実践等に
より、環境負荷の低減
と職員の意識の向上
を図る。

同左

・改正省エネ法で対象と
されるエネルギー（電
気、重油、灯油及びガ
ス）の削減を図る

・二酸化炭素排出量を
２%削減する（2016年度
（平成28年度）対比）

（参考）
※2016年度（平成28年
度）二酸化炭素排出量
　1,013,976kg

※新庁舎２年目の2016
年度（平成28年度）を基
準として、2030年度まで
に26%削減を目標として
設定している

　
・二酸化炭素排出量を
４%削減する（2016年度
（平成28年度）対比）

　
・二酸化炭素排出量を
６%削減する（2016年度
（平成28年度）対比）

　
・二酸化炭素排出量を
８%削減する（2016年度
（平成28年度）対比）

　
・二酸化炭素排出量を
10%削減する（2016年度
（平成28年度）対比）

・省資源、省エ
ネルギーによる
環境負荷の低
減
・職員の環境負
荷低減活動に
対する意識の
向上

環境課

(3) 横断
的な組織
連携と人
材育成等
の推進
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大綱２　健全な財政運営

2017（平成29）年度 2018（平成30）年度 2019（平成31）年度 2020年度 2021年度

①　行政評価
の推進

　PDCAサイクルを活
用した行政評価シス
テムにより、総合計画
の進捗状況や事務事
業の評価・検証を行
う。また、外部の委員
による評価を行い、意
見を反映させていく。

同左

・基本計画審議会による
施策評価を実施する

・事務事業評価につい
て、担当部課及び事務
事業評価推進本部会議
による内部評価、外部
評価委員会による外部
評価を実施する

・総合計画の推
進及び事務事
業の効率的な
見直し

企画調整課

②　中期財政
計画の策定・
公表

　中期財政計画を策
定し、計画的な事業の
実施と健全な財政運
営を図る。

同左

・実質公債費比率（決算
見込）
　　8.8%

・将来負担比率（決算見
込）
　　75.4%

・実質公債費比率
　　8.8%

・将来負担比率
　　81.5%

・実質公債費比率
　　8.6%

・将来負担比率
　　91.2%

・実質公債費比率
　　8.6%

・将来負担比率
　　95.7%

・実質公債費比率
　　8.9%

・将来負担比率
　　95.5%

・健全財政の維
持

財政課

③　統一的な
基準による地
方公会計の整
備と活用

　現在行っている地方
公会計制度による財
務諸表の作成から統
一的新地方公会計制
度への移行に向けた
取組を行う。

同左

・統一的新地方公会計
制度よる財務諸表（決
算ベース）の作成

・統一的新地方公会計
制度の活用の検討

・行財政運営の
効率的な運用

財政課

④　工事発注
時期及び施工
時期の平準化

　債務負担行為を活
用し、年度当初の発
注量を増し、公共工事
の発注・施行時期の
平準化を図り、適正な
工期の確保に資す
る。

同左

・公共工事の発注・施行
時期の平準化を図り、
適正な工期の確保に資
するため、債務負担行
為を活用し、当該年度
に発注に係る準備を行
う

・建設業等の企
業経営の健全
化（人材・機材
の実働日数の
向上等）
・発注に関わる
事務作業の平
準化

財政課
契約管理課
関係各課

行 政 改 革 大 綱 実 施 計 画

取組効果 担当課　
基本
項目

実施項目 概要 具体的な取組内容
設定する目標値等

(1) 効率
的・効果
的な行財
政運営
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大綱２　健全な財政運営

2017（平成29）年度 2018（平成30）年度 2019（平成31）年度 2020年度 2021年度

行 政 改 革 大 綱 実 施 計 画

取組効果 担当課　
基本
項目

実施項目 概要 具体的な取組内容
設定する目標値等

⑤　公用車管
理計画の策定
と運用

　公用車の適正配置
と効率的な運行を図
るため、公用車管理
計画を策定し、運用す
る。

同左

・計画の策定 ・計画に基づき運用を行
う

・車両の有効活
用
・車両の計画的
な更新、管理に
よる効率的な
運用

財政課

⑥　負担金・補
助及び交付金
の適正化

　社会情勢の変化や
行政の責任範囲、経
費の負担のあり方・行
政効果等を踏まえ、負
担金補助及び交付金
に係る指針の策定を
行う。

同左

・指針の策定に向けた
検討を行う

・指針の策定 ・指針に基づき適正化を
図る ・削減・縮小、

新規の設定及
び終期の設定
による負担金、
補助金、交付
金の適正化

財政課
関係各課

①　市有財産
活用の推進

　売却が可能な土地
等の調査を進め、処
分可能な財産の売却
や貸付を図る。
（遊休地・貸付地・法
定外財産等）

同左

 ・売却が可能な土地等
の調査を進め、処分可
能な財産の売却や貸付
を図る（遊休地・貸付
地・法定外財産等） ・維持管理費の

削減
・自主財源の確
保

財政課

②　広告事業
の推進

・自主財源確保のた
め、広報紙、ホーム
ページへの有料広告
の掲載等を推進する。
・新たな分野における
有料広告の掲載等に
ついて検討を行う。

同左
・自主財源の確
保

企画調整課
水道課
高齢福祉課
関係各課

・広報紙及び市ホーム
ページ
　有料広告掲載　140件

(1) 効率
的・効果
的な行財
政運営

・広報紙及び市ホーム
ページ
　有料広告掲載　100件

・水道課ホームページ
　広告掲載件数　　３件

・「太極拳ゆったり体操」
DVD付き手引書　300冊

・広報紙及び市ホーム
ページ
　有料広告掲載　110件

・広報紙及び市ホーム
ページ
　有料広告掲載　120件

・広報紙及び市ホーム
ページ
　有料広告掲載　130件

(2) 歳入
の適正確
保に向け
た取組
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大綱２　健全な財政運営

2017（平成29）年度 2018（平成30）年度 2019（平成31）年度 2020年度 2021年度

行 政 改 革 大 綱 実 施 計 画

取組効果 担当課　
基本
項目

実施項目 概要 具体的な取組内容
設定する目標値等

(2) 歳入
の適正確
保に向け
た取組

③　使用料及
び手数料の適
正化

　各課において、負担
公平の原則や受益者
負担の原則を基本
に、使用料及び手数
料について方針に基
づき見直しをする。

同左

・消費税10％の引き上
げに向け、方針の策定
に関する検討を行う

・方針の策定 ・方針に基づく使用料及
び手数料の見直しを行
う

・適用開始予定（４月１
日）

・適正な負担の
確保

財政課
関係各課

①　公共施設
等総合管理計
画による公共
施設の管理等

　公共施設等総合管
理計画に基づき、中
長期的な視点に立っ
た維持補修や更新等
を行うための個別施
設計画を策定し、対応
する。

同左

・公共施設等のマネジメ
ントを継続的に推進する
ため、各施設所管課が
連携するとともに、全庁
的な推進を図る

・全体的な必要機能や
施設規模の見直し等を
行い、総量の最適化を
推進する
※施設保有面積につい
て、2016年度（平成28年
度）を基準に３割の削減
を目指す

・個別施設計画の策定
に向け、施設の現状と
課題の把握を行う

・個別施設計画の策定 ・個別施設計画に基づく
対応

・安全かつ安心
な施設の提供
・市民サービス
の向上
・将来の財政負
担の軽減・平準
化

財政課
関係各課

②　市有集会
施設譲渡の推
進

　利用者負担の公平
性等の観点から、譲
渡可能な市有集会施
設の行政区への無償
譲渡を推進する。

※2017年（平成29年）
４月１日
・譲渡可能施設：30施
設
・報告により譲渡可能
になる施設：21施設
・譲渡不可施設：19施
設
合計：70施設

同左

・譲渡可能な市有施設
について、地区と協議を
進め、譲渡を行う

・４施設の譲渡を行う

・譲渡可能な市有施設
について、地区と協議を
進め、譲渡を行う

・３施設の譲渡を行う

・譲渡可能な市有施設
について、地区と協議を
進め、譲渡を行う

・３施設以上の譲渡を目
指す

・譲渡可能な市有施設
について、地区と協議を
進め、譲渡を行う

・譲渡可能な市有施設
について、地区と協議を
進め、譲渡を行う

・施設の有効活
用
・維持管理経費
の削減
・利用者負担の
公平性

企画調整課
農業振興課
社会福祉課
商工課
熱塩加納総合
支所産業課
山都総合支所
住民課
山都総合支所
産業課
高郷総合支所
産業課

(3) 公共
施設マネ
ジメントの
推進
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大綱２　健全な財政運営

2017（平成29）年度 2018（平成30）年度 2019（平成31）年度 2020年度 2021年度

行 政 改 革 大 綱 実 施 計 画

取組効果 担当課　
基本
項目

実施項目 概要 具体的な取組内容
設定する目標値等

・道路や道路構造物等
の持続可能な維持管理
を行う

・一級市道の舗装補修
の対策率（2021年度目
標値50％）
予定箇所：一ノ堰大沢
線

・道路橋の修繕による対
策数(2021年度目標値５
件）
予定箇所：大塩川橋

予定箇所：一ノ堰大沢
線

予定箇所：新町橋

予定箇所：上三宮譲屋
線ほか

予定箇所：堀切橋

予定箇所：豊川塩川線
ほか

予定箇所：上利根川橋

予定箇所：大平黒岩線
ほか

予定箇所：江戸塚橋

建設課

・喜多方市公園長寿命
化計画に基づき、遊具
等の改修を行う
予定箇所：御清水公園、
経壇公園、天満公園

予定箇所：桜ガ丘公園
ほか

予定箇所：常盤台公園
ほか

予定箇所：さつきが丘公
園ほか

予定箇所：押切川公園
ほか

建設課

・喜多方市公営住宅等
長寿命化計画の策定

・喜多方市公営住宅等
長寿命化計画に基づく
市営住宅等の改修を行
う
　
予定箇所：下台団地５号
棟の屋上防水及び外壁
改修 １棟

　
予定箇所：下台団地２号
棟の屋上防水及び外壁
改修 １棟

　
予定箇所：下台団地４号
棟の屋上防水及び外壁
改修 １棟

　

　
予定箇所：下台団地１号
棟の屋上防水及び外壁
改修 １棟

建築住宅課

・水道事業におけるア
セットマネジメント（資産
管理）の策定を行い、中
長期的な視点に立った
水道施設の更新と資金
確保を図る

・経営戦略、アセットマネ
ジメントに基づき、喜多
方市水道事業ビジョン
（仮称）を策定する

・水道事業ビジョンに基
づき、適切な維持管理
を行う

水道課

③　公共施設
の長寿命化の
推進

　安全で快適に利用
できる公共施設の提
供と、財政の健全化
に向けた効率的・効果
的な改修、維持管理
等を推進する。

・市民生活や産業の
基盤である道路、橋
りょう等のインフラや
公営住宅等の公共施
設については、老朽
化による更新等に係
る経費が今後高い水
準で推移することが予
測されることから、長
寿命化対策に取り組
みながら、効率的な更
新を行う

・安全で快適に
利用できる公
共施設の提供
・財政の健全化

(3) 公共
施設マネ
ジメントの
推進
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大綱２　健全な財政運営

2017（平成29）年度 2018（平成30）年度 2019（平成31）年度 2020年度 2021年度

行 政 改 革 大 綱 実 施 計 画

取組効果 担当課　
基本
項目

実施項目 概要 具体的な取組内容
設定する目標値等

・公共下水道処理施設
のストックマネジメント実
施計画の策定
　２処理場（熱塩、塩川
浄化センター）

　１処理場（山都浄化セ
ンター）

・ストックマネジメント実
施計画に基づく改築
　
　１処理場（喜多方浄化
センター）

　１処理場（喜多方浄化
センター）

　２処理場（喜多方、塩
川浄化センター）

下水道課

・農業集落排水処理施
設の機能診断調査
　５処理区（天井沢、宮
川、大田木、大田賀、塩
坪）

・農業集落排水処理施
設の最適整備構想の策
定
　10処理区（天井沢、宮
川、大田木、堰沢、舟
岡、小布施原、上郷、新
郷、大田賀、塩坪）

・機能強化（改築）概要
書の作成
　10処理区（天井沢、宮
川、大田木、堰沢、舟
岡、小布施原、上郷、新
郷、大田賀、塩坪）

・機能強化（改築）計画
審査地区申請
　10処理区（天井沢、宮
川、大田木、堰沢、舟
岡、小布施原、上郷、新
郷、大田賀、塩坪）

・機能強化（改築）概要
書に基づく改築
　２処理区（堰沢、上郷）

下水道課

・喜多方市水道事業
経営戦略に基づき健
全な経営を図る。

・現在実施している民
間委託の内容拡充に
ついて検討を行う。

・工事説明会において
未加入者への啓発活
動等を行い、水道普
及率の向上に努め
る。

同左

・喜多方市水道事業経
営戦略に基づく健全経
営

・民間委託の拡充の検
討

・水道普及率
　87.7%

・水道普及率
　87.7%

・水道普及率
　87.8%

・水道普及率
　87.8%

・水道普及率
　87.9%

・市民サービス
の向上
・計画的な水道
施設、設備の
更新による安
全・安心な水道
水の供給
・加入率向上に
よる財政及び
経営の健全化

水道課

　工事説明会及び広
報紙等による市民へ
の周知PR、未加入者
への啓発、戸別訪問
活動の実施により、下
水道加入促進を図
る。

同左

・水洗化率
　87.1%

・水洗化率
　87.3%

・水洗化率
　87.5%

・水洗化率
　87.6%

・水洗化率
　87.8%

・加入率向上に
よる財政及び
経営の健全化

下水道課

(4) 地方
公営企業
の健全経
営等

①　地方公営
企業の経営健
全化

(3) 公共
施設マネ
ジメントの
推進

③　公共施設
の長寿命化の
推進

　安全で快適に利用
できる公共施設の提
供と、財政の健全化
に向けた効率的・効果
的な改修、維持管理
等を推進する。

・市民生活や産業の
基盤である道路、橋
りょう等のインフラや
公営住宅等の公共施
設については、老朽
化による更新等に係
る経費が今後高い水
準で推移することが予
測されることから、長
寿命化対策に取り組
みながら、効率的な更
新を行う

・安全で快適に
利用できる公
共施設の提供
・財政の健全化
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大綱２　健全な財政運営

2017（平成29）年度 2018（平成30）年度 2019（平成31）年度 2020年度 2021年度

行 政 改 革 大 綱 実 施 計 画

取組効果 担当課　
基本
項目

実施項目 概要 具体的な取組内容
設定する目標値等

(4) 地方
公営企業
の健全経
営等

②　地方公営
企業法適用の
推進

　地方公共団体が公
営企業の経営基盤の
強化や財政マネジメン
トの向上等にさらに的
確に取り組むため、下
水道事業の地方公営
企業法適用の推進を
図る。

同左

・2020年４月１日の地方
公営企業法適用に向け
た取組の実施

・資産調査及び評価業
務

・法適用移行準備事務
（人事・給与・会計・金融
機関・関係機関との調
整・事務手続き、条例等
の制定等）

・公営企業会計システム
構築

・地方公営企業法適用
の開始

・地方公営企業法適用
の推進を図る

・経営、資産等
の正確な把握
による経営管
理の向上
・計画的な経営
基盤の強化、
財政マネジメン
トの向上
・弾力的な経営
による市民ニー
ズへの迅速な
対応

下水道課
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大綱３　情報発信の充実・民間委託等の推進

2017（平成29）年度 2018（平成30）年度 2019（平成31）年度 2020年度 2021年度

・広報紙
　広報きたかた
　毎月1日発行　12回
　広報きたかた「お知ら
せ版」　毎月15日発行
12回

・ホームページ
　スピード感のある情報
発信と掲載情報の充実
を図る

・ホームページ
　デザインのリニューア
ルを図る

・ホームページ
　スピード感のある情報
発信と掲載情報の充実
を図る

・ホームページ
　デザインのリニューア
ルを図る

・ホームページ
　スピード感のある情報
発信と掲載情報の充実
を図る

・商工業メールマガジン
の発信を随時行う

②　オープン
データの検
討、推進

　本市が保有する
様々な情報のオープ
ンデータ化（機械判読
に適したデータ形式に
したものを、ホーム
ページ等で公開）を推
進する。

同左

・PDFやExcel、Wordと
いった各種形式による
データの提供に加え、利
用者が自由にデータを
利活用できるオープン
データ化の推進

・行政の透明
性・信頼性の向
上
・市民参加・官
民協働の推進
・経済の活性
化・行政の効率
化

情報政策課
関係各課

行 政 改 革 大 綱 実 施 計 画

担当課　

(1) 情報
発信の充
実

①　効果的な
情報の発信

　市広報紙やインター
ネット等を活用し、各
種行政情報の充実を
図る。

・ホームページ、ラジ
オ、SNS、マスコミな
ど、多様化する市民
ニーズに合わせ、より
多くの市民に情報を
発信する
・商工業に関する各種
情報の提供により市
内企業等の支援を行
う

・行政情報提供
の充実による
市民サービス
の向上
・施策の効果的
な推進
・情報の一元
化・共有化によ
る企業支援の
強化・充実

企画調整課
商工課
関係各課

基本
項目

実施項目 概要 具体的な取組内容
設定する目標値等

取組効果
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大綱３　情報発信の充実・民間委託等の推進

2017（平成29）年度 2018（平成30）年度 2019（平成31）年度 2020年度 2021年度

行 政 改 革 大 綱 実 施 計 画

担当課　
基本
項目

実施項目 概要 具体的な取組内容
設定する目標値等

取組効果

①　民間委託
の調査検討、
推進

　施策を効率的・効果
的に推進するため、民
間委託の調査検討、
推進を図る。

・各課等において、事
務事業、施設の管理
等について定期的に
点検を行い、新たな分
野や既に実施してい
る委託等の内容の拡
充などを進めるため、
可能なものから計画
的に取組を推進する

・民間委託の調査検討、
推進の取組を行う

・事務事業の効
率化
・市民サービス
の向上

企画調整課
関係各課

②　指定管理
者制度の活用

　公の施設の管理運
営について、指定管
理者制度を運用する。

同左

・指定管理者制度の適
正な運用

・指定管理者制度の適
正な運用

・次期指定管理者選定
作業

・新たな指定管理者の
指定

・指定管理者制度の適
正な運用

市民サービス
の向上
・維持管理経費
の削減

企画調整課
関係各課

(2) 民間
委託等の
推進
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